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　多くの先進国では少子化が進んでいる.　先進国での少子化はその人口減の原因であり,人口減
がもたらす様々な社会問題の起点となる[1].　その原因究明や今後治まるかどうかを予測するため
の研究は喫緊の課題だろう. 少子化の経済学に基づく多くの研究がこれまでも成されてきた. 例え
ば, 内生的成長理論[2]や人口経済学[3], 人口模型と成長模型の結合[4]に基づいたものがある. 
これらの議論の多くが先進国の絶対的な状況を考えている. 一方で, 自給自足社会においてその
ような普遍的少子化が起きないのなら[5], その相対的な違いを模型化し理解しなければならない. 
我々はそれを実現することを目的とした. そのような方針の下, まず自給自足社会の模型を構成し, 
その後先進国の制度を導入し少子化が起きるかどうかを考察した. 
　自給自足社会の模型の構成はマルサスの人口論[6]に示される三つの命題を定式化することで
行った.　その定式化ではゴッドリーの部門間収支分析のためのストック=フロー一貫性[7]を労働力
市場に適用した. この模型には労働力市場に生産部門と家計部門が存在し, それぞれ生産労働と
消費(人口再生産)労働を行う. この自給自足社会の人口増条件を導き, 一人当たりの生産量が一
人当たりの子育ての消費量を十分上回れば少子化は起きないことが示せる.  
  そしてこの模型に先進国共通の制度としての通貨建て課税を導入した. 課税の導入のためモズ
ラーの考え[8]に基づき, 課税により生産部門は生産労働に対し通貨を対価として求めるとした. ま
た, 課税による納税に必要な通貨量が価格転嫁されるとした. 結果としてこの模型では課税導入に
より家計の消費労働の維持が不可能となった. すなわち子供を育てられなくなってしまった. 原因は
税の価格転嫁により, 生産部門と家計部門の貸借の解消ができず,  それを通して生産部門から家
計部門への供給ができなくなることにある.  
　この課税により価格転嫁額は納税のために必要な通貨量に対応する.　つまり政府が納税のため
の通貨を供給しなければ人口再生産の維持ができないということである. 結果として政府による通
貨供給量, すなわち予算, が家計部門の人口再生産量の上限を決める. そして家計部門維持に足
りない通貨を求め, 労働力は家計から通貨を得られる生産部門や政府部門に移動する. この結果
から少子化が先進国で普遍的に起きる原因は, 先進国でありふれた課税と予算制のあり方で家計
部門の労働力分配の枯渇が起きているのだと理解できる. 可能であればその対策についても議論
する. 
 
[1] 大淵寛, 高橋重郷編, 少子化の人口学 (原書房 東京, 2004); 稲葉寿編 現代人口学の射程 (ミ
ネルヴァ書房, 2007) 
[2] R. J. Barro & X. I. Sala-I-Martin, Economic Growth, 2nd edition (MIT Press Cambridge, 2003); 
S. Gruescu, Population Aging and Economic Growth (Physica-Verlag Heidelberg, 2007) 
[3] A. Razin & E. Sadka, Population Economics (Asco Trade Typesetting Ltd. Hong Kong, 1995); 
M. Browning, P.-A. Chiappori & Y. Weiss, Economics of The Family (Cambridge University Press, 
New York, 2014) 
[4] 稲葉寿, 数理人口学入門 (森北出版 東京, 2022); L. Fanti, M. Iannelli, & P. Manfredi, J. Popul. 
Econ. 26, 1457  (2013). 
[5] H. Strulik, J Macroec 21, 397 (1999). 
[6]  T. R. Malthus, An Essay on the Principle of Population (J. Johnson in St Paul's Church-yard. 
London, 1798); マルサス (著), 斉藤 悦則 (翻訳), 人口論 (光文社 東京, 2011); 加藤久和 人口経
済学入門 (日本評論社 東京, 2001) 
[7] M. Lavoie & G. Zezza; The Stock-Flow Consistent Approach: Selected Writings of Wynne 
Godley (Palgrave Macmillan Hampshire, 2011); W. Godley and M. Lavoie: Monetary Economics: 
An Integrated Approach to Credit, Money, Income, Production and Wealth (Palgrave Macmillan, 
2016); O. J. Blanchard & P. Diamond, Brook. Pap. Econ. Act. 1989, 1 (1989). 
[8] W. Mosler, 7 Deadly Innocent Frauds of Economic Policy (Valance Co. Inc., 2010). 


